


※申込金のお支払い（契約時または
　キャンセル時に返金致します。）

エダ住宅は安心できる不動産購入をサポートします。

※手付金と仲介手数料の半金をお支
　払いいただきます。

※仲介手数料の残りの半金をお支払い
　いただきます。
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エダ住宅スタッフ
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具体的に
どこまで検査して
もらえるの？

安心して当店へ
お任せください！！
エダ住宅提携の建築士が
物件をしっかり検査するので
建物のコンディションを把握し、

安心してお取引を
行うことができます。

引き渡し後に
不具合が見つかったり
しないか不安

リフォームが
必要な箇所を
購入前に知りたい

A.建物の「今」の状態が分かります。
検査では建物の構造にかかわる部分と、雨漏りにかかわ
る部分について調べます。そうすることで、建物がどの
ような状態か、把握することができます。例えば外壁や
基礎のひび割れや欠損、劣化といった部分や、屋根のひ
び割れ、劣化やはがれといった部分を調べます。

A.購入後のトラブルを避けられます
あらかじめ検査を受けておけば、建物の状態を知ること
ができます。そのため、引き渡し後に「不具合が見つか
った」などのトラブルが起きる可能性を低減させること
が出来ます。また、検査結果を踏まえ瑕疵保険に加入す
ることもできます。
※瑕疵保険の加入要件を満たす必要があります。

A.リフォームが必要な箇所が事前に分かります。
専門の資格取得者が調べますので、建物の良い点も悪い点も
客観的にご報告します。購入を検討されている方からすると
、建物の状態を把握することが出来るだけでなく、リフォー
ム箇所などをはっきりさせることが出来るため予算計画にも
役立てることが出来ます。

建物調査のお申し込みも可能

建物調査についてよくあるご質問

エダ住宅
建物検査
3つの特徴

□ 建物の劣化を検査します
□ 設備機器を検査します
□ シロアリ被害について検査します

✓✓✓

エダ住宅提携の建築士が
プロの診断を実施し、
検査報告書も作成します。

Q.なんで検査をするの？ Q.検査したらいいことあるの？

エダ住宅では、

建物調査(インスペクション）を
申し込むことも可能です！ 



※申込金３万円をお支払い頂きます。(契約時またはキャンセル時に返金致します。）
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準備が整ったら、いよいよ残代金の支払い・物件の引渡しとなります。

基本的には買主様・売主様・仲介業者・司法書士が同じ場所に集まり手続きを行います。

し残代金決済および引渡し当日の流れ J 

登記申請書類の確認）

登記手続きは司法書士が代行します。

①司法書士が買主様·売主様の本人確認をします。

②司法書士が買主様・売主様の登記申請に必要な書類を確認します。

®買主様・売主様から登記申請に必要な書類に署名・捺印をいただきます。

融資の実行※住宅ロ ーン利用の場合のみ）

司法書士による確認が完了しましたら、

金融機関から買主様の口座へ融資金が振込まれます。

①
住宅ロ ーン利用時は、金融機関の営業日（平日）に
決済日を調整する必要があります。

残代金の支払い、固定資産税などの清算）

残代金（手付金を差し引いた費用）や固定資産税・管理費等清算金などを売主様へ、

登記関係費用を司法書士へ、仲介手数料は当社へお支払いいただきます。
※金種（現金・小切手・振込など、どのような方法で支払いをするよう用意すべきか）につきましては、 営業担当者よりご案内し
ますが、一般的に振込をする場合の振込手数料は買主様にご負担いただきます。

※仲介手数料の残りの半金をお支払い頂きます。

心吋心 9物件の引渡し）

① 売主様から鍵を受け取ります。

②各種書類（設備の取扱説明書、管理規約など）の書類を受け取ります。

®「不動産引渡完了確認書」を交付します。

※買主様および売主様双方ご署名・ご捺印いただきます。
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普段は確定申告を必要としない給与所得者の方も、

住宅ロ ー ン控除を受ける場合は確定申告が必要です。

住宅ロ ーン控除とは？

個人が住宅ロ ーンなどを利用して、マイホ ームを購入、または省エネやバリアフリ ーなど
特定の改修工事をした際に、一定の要件を満たすと、年末のロ ーンの残高に応じて「税金
が還ってくる」制度のことです。適用されるためには、下記のような条件が必要です。ま
た、条件に当てはまる方は住宅を取得した翌年に確定申告の必要があります。
※新築、中古など購入する物件によって、控除される金額が異なります

［住宅ロ 一ン控除が受けられる条件］

口返済期間が10年以上の住宅ロ ーンの残債があること
口控除を受ける年分の合計所得金額が2,000万円以下であること（給与収入で2,195万円）
口住宅を取得してから6か月以内に住み、その年の12月31日まで引き続き居住していること
口居住者及び一定の要件を満たす非居住者
ロ入居翌年の3月15日までに確定申告を行う事
口控除を受ける年分の合計所得金額が1,000万円以下の場合…床面積が40m 2以上

合計所得金額が2,000万円以下の場合…床面積が50m 2以上
口住宅の1/2以上を自己の居住用にしていること（居住用部分のみ控除の対象）
口登記簿の建築日付が1982年1月1日以降であること
※「居住用財産の3,000万円特別控除」の特例との併用はできません。
※詳細につきましては、お近くの税務署または国交省・法務省のHPなどでご確認ください。

一

住宅O ー滋灌

初年度の住宅ロ ーン控除の申請は、入居した翌年の「確定申告（税務署）」で行います。
確定申告の時期は、通常毎年2月中旬～3月中旬になります。確定申告の期日の詳細は、
国税庁HPで最新情報を確認しましょう。

一
L直接税務署の受付に持参 3.e-tax（電子申告・納税システム）を利用
2．郵便などにより送付 4．税務署の時間外収納箱への投函

2年目以降の申請方法と申請期日は、自営業か給与所得のみかどうかにより異なります。

●自営業者など
毎年確定申告をしている自営業の方などは、2年目以降も確定申告が必要です。
確定申告の期間は、初年度と同じく通常は2月中旬～3月中旬です。

●給与所得者
所得が給与所得のみで、かつ確定申告を行う条件に当てはまらない方は、
年末調整にて住宅ロ ーン控除を受けられます。
年末調整時に、税務署から届く「控除証明書」の提出が必要となります。
「控除証明書」が届きましたら大切に保管しておきましょう。
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不動産購入はわたくしたちに

おまかせ下さい

https://www.e-eda.co.jp




